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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　記録材の判別を行う判別装置であって、
　記録材の物理的な特性を示す特性値を検知する検知手段と、
　判別装置が配置される環境における環境パラメータを測定する測定手段と、
　前記記録材の種別を判別する制御手段と、を有し、
　前記記録材の特性値は前記記録材の坪量を示す値であり、
　前記制御手段は、前記特性値を検知値に変換し、前記測定手段によって測定された前記
環境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量が所定量を超えている場合に、前記
記録材の坪量が減るように前記検知値を補正し、前記測定手段によって測定された前記環
境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量が前記所定量以下である場合に、前記
記録材の坪量が増えるように前記検知値を補正し、補正した補正検知値に基づき前記記録
材の判別を行うことを特徴とする判別装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記測定手段により測定された前記環境パラメータに基づく前記記録
材に含まれる水分量で前記検知手段により検知された特性値を補正する補正手段を有し、
　前記補正手段は、前記測定手段により測定された前記環境パラメータに基づく前記記録
材に含まれる水分量と前記検知手段により検知された特性値を入力し、入力された前記水
分量と前記特性値とに応じて補正された特性値を出力する関数またはテーブルを有してい
ることを特徴とする請求項１に記載の判別装置。
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【請求項３】
　前記関数またはテーブルは、前記検知手段により検知された特性値を、前記測定手段に
より測定された前記環境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量に基づき所定の
環境下での特性値へ換算するものであることを特徴とする請求項２に記載の判別装置。
【請求項４】
　前記検知手段により検知された特性値に応じて複数の関数またはテーブルから１つの関
数またはテーブルを選択する選択手段を有し、
　前記補正手段は、前記選択手段により選択された関数またはテーブルを使用することを
特徴とする請求項２または３に記載の判別装置。
【請求項５】
　前記制御手段は、前記測定手段により測定された前記環境パラメータに基づく前記記録
材に含まれる水分量で前記記録材の種別を決定するための規則を補正し、補正した前記特
性値または前記規則にしたがって前記記録材の種別を判別するように構成されており、
　前記規則は、前記検知手段により検知された特性値と１つまたは複数の前記所定量とを
比較することで前記記録材の種別を判別するものであり、
　前記制御手段は、前記測定手段により測定された前記環境パラメータに基づく前記記録
材に含まれる水分量に応じて前記所定量を補正する補正手段を有していることを特徴とす
る請求項１に記載の判別装置。
【請求項６】
　前記補正手段は、前記測定手段により測定された前記環境パラメータに基づく前記記録
材に含まれる水分量を入力し、入力された前記水分量に応じて補正された閾値を出力する
関数またはテーブルを有していることを特徴とする請求項５に記載の判別装置。
【請求項７】
　前記検知手段は、
　前記記録材に対して超音波を発信する発信手段と、
　前記発信手段から発信され、前記記録材を透過してきた超音波を受信する受信手段と、
前記受信手段が前記超音波を受信することで出力する受信信号の振幅値に応じた前記特性
値を出力する信号処理手段と
　を含むことを特徴とする請求項２に記載の判別装置。
【請求項８】
　記録材の判別を行う判別装置であって、
　記録材の物理的な特性を示す特性値を検知する検知手段と、
　判別装置が配置される環境における環境パラメータを測定する測定手段と、
　前記記録材の種別を判別する制御手段と、を有し、
　前記記録材の特性値は前記記録材の表面性を示す値であり、
　前記制御手段は、前記特性値を検知値に変換し、前記測定手段によって測定された前記
環境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量が所定量を超えている場合に、前記
記録材の表面性がより粗くなるように前記検知値を補正し、前記測定手段によって測定さ
れた前記環境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量が前記所定量以下である場
合に、前記記録材の表面性がより平滑となるように前記検知値を補正し、補正した補正検
知値に基づき前記記録材の判別を行うことを特徴とする判別装置。
【請求項９】
　前記検知手段は、
　前記記録材に対して光を照射する照射手段と、
　前記照射手段から発信され、前記記録材で反射された光を受光する受光手段と、
　前記受光手段が前記光を受光することで出力する受光信号に応じた前記特性値を出力す
る信号処理手段と
　を含むことを特徴とする請求項８に記載の判別装置。
【請求項１０】
　前記測定手段は、前記記録材の搬送路または前記記録材を収納する収納部の周囲に設け
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られていることを特徴とする請求項１ないし９のいずれか１項に記載の判別装置。
【請求項１１】
　吸気式または排気式の冷却手段をさらに備え、
　前記測定手段は、前記冷却手段の周囲に設けられていることを特徴とする請求項１ない
し１０のいずれか１項に記載の判別装置。
【請求項１２】
　前記測定手段は、熱源から所定の距離以上離れた位置に設けられていることを特徴とす
る請求項１ないし１１のいずれか１項に記載の判別装置。
【請求項１３】
　前記測定手段は、
　温度と湿度を検知するセンサと、
　前記センサにより検知された温度と湿度から水分量を求める手段と
　を有していることを特徴とする請求項１ないし１２のいずれか１項に記載の判別装置。
 
【請求項１４】
　画像形成装置であって、
　記録材に画像を形成する画像形成手段と、
　記録材の物理的な特性を示す特性値を検知する検知手段と、
　画像形成装置が配置される環境における環境パラメータを測定する測定手段と、
　前記画像形成手段の画像形成条件を制御する制御手段と、を有し、
　前記記録材の特性値は前記記録材の坪量を示す値であり、
　前記制御手段は、前記特性値を検知値に変換し、前記測定手段によって測定された前記
環境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量が所定量を超えている場合に、前記
記録材の坪量が減るように前記検知値を補正し、前記測定手段によって測定された前記環
境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量が前記所定量以下である場合に、前記
記録材の坪量が増えるように前記検知値を補正し、補正した補正検知値に基づき前記画像
形成手段の画像形成条件を制御することを特徴とする画像形成装置。
【請求項１５】
　前記画像形成条件は、前記記録材に関する転写電圧、転写電流、定着温度および搬送速
度のうち少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１４に記載の画像形成装置。
【請求項１６】
　前記画像形成条件は、インクの吐出量を含むことを特徴とする請求項１４に記載の画像
形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、記録材の種別を判別する判別装置とそれを利用した画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　画像形成装置がトナーやインクの使用量を適正に調整したり、原画の階調特性を適正に
再現したりするためには、記録材の特性（坪量、厚み、表面性など）に応じて画像形成条
件を調整しなければならない。特許文献１によれば超音波を用いて記録材の坪量（単位面
積当たりの重量）を検出することが提案されている。特許文献２によればＣＭＯＳセンサ
で記録材の表面性を検出することが提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－１０７０３０号公報
【特許文献２】特開２００２－１８２５１８号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１、２に記載の発明により記録材の種別を検知し、検知した種別に応じて画像
形成条件を調整すれば、画像形成装置はある程度の画像品質を達成できるであろう。しか
し、特許文献１、２に記載の発明では、記録材の含水分量によって検知値が変動すること
を考慮していないため、記録材の種別の検知精度についてさらに改良の余地がある。そこ
で、本発明は、記録材の種別の判別精度を向上させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、たとえば、
　記録材の判別を行う判別装置であって、
　記録材の物理的な特性を示す特性値を検知する検知手段と、
　判別装置が配置される環境における環境パラメータを測定する測定手段と、
　前記記録材の種別を判別する制御手段と、を有し、
　前記記録材の特性値は前記記録材の坪量を示す値であり、
　前記制御手段は、前記特性値を検知値に変換し、前記測定手段によって測定された前記
環境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量が所定量を超えている場合に、前記
記録材の坪量が減るように前記検知値を補正し、前記測定手段によって測定された前記環
境パラメータに基づく前記記録材に含まれる水分量が前記所定量以下である場合に、前記
記録材の坪量が増えるように前記検知値を補正し、補正した補正検知値に基づき前記記録
材の判別を行うことを特徴とする判別装置を提供する。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、記録材の含水分量を考慮することで記録材の種別の判別精度が向上す
る。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】画像形成装置の機能を示すブロック図
【図２】画像形成装置の構成の一例を示す図
【図３】判別装置の機能を示すブロック図
【図４】水分量と特性値の変動率の一例を示す図
【図５】記録材判別方法を示すフローチャート
【図６】水分量と特性値の変動率の一例を示す図
【図７】記録材判別方法を示すフローチャート
【図８】判別装置の機能を示すブロック図
【図９】水分量と特性値の変動率の一例を示す図
【図１０】記録材判別方法を示すフローチャート
【図１１】水分量と特性値の変動率の一例を示す図
【図１２】記録材判別方法を示すフローチャート
【図１３】画像形成装置の構成の一例を示す図
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　図１を用いて本実施形態の技術思想について説明する。図１において、画像形成装置１
はインクまたはトナーを用いて画像を形成する画像形成部５０を備えている。判別装置３
０は、画像形成部５０で画像を形成される記録材の種別を判別する。記録材の種別（種類
）とは、普通紙、厚紙、薄紙、コート紙、ボンド紙などである。判別装置３０は記録材の
含水分量に相関した水分量を測定する測定部２２と、記録材の物理的な特性を示す特性値
を検知する検知部２３と、水分量と特性値とに基づき記録材の種別を判別する判別部２４
を有している。判別部２４は、特性値や記録材の種別を決定するための規則を水分量に応
じて補正する補正部２５を有していてもよい。判別部２４は、補正部２５により補正され
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た特性値や規則にしたがって記録材の種別を判別する。記録材の物理的な特性とは、たと
えば、記録材の坪量や表面性であり、画像形成条件に影響を与えるパラメータである。記
録材の坪量や表面性は記録材に含まれている水分量に応じて変化する。よって、この水分
量が予め想定された水分量から乖離するような環境下では、記録材の種別の判別精度が低
下しうる。よって、本実施形態では、補正部２５が、検知部２３から出力される特性値や
記録材の種別を判別するために使用される規則を記録材に含まれている水分量に応じて補
正することで、記録材の種別の判別精度が向上する。記録材の種別を判別するために使用
される規則とは、たとえば、１つ以上の閾値と特性値とを比較し、比較結果に応じて種別
を判別するような規則である。よって、規則を補正することには、閾値を補正することが
含まれる。このように記録材の含水分量を考慮することで記録材の種別の検知精度が向上
する。なお、記録材の水分量を直接計測してもよいが、間接的に計測したほうが測定部２
２の構成を簡易にすることができる。記録材の水分量は、一般にその周囲の空間の水分量
と相関する。よって、測定部２２は、記録材の周囲の水分量を計測すれば十分である。た
ただし、測定部２２と定着装置などの熱源とが所定距離以上離れていないと、測定部２２
が熱源の影響を受けて水分量を誤検知してしまう。とくに、温度と湿度とを検知して水分
量を演算する測定部２２では熱源の影響を受けやすい。測定部２２を記録材の近くに配置
できない場合、測定部２２は少なくとも熱源から離れた位置に配置される。たとえば、測
定部２２は主要な熱源から所定距離以上離れた搬送路や記録材を収納する収納部などに配
置されてもよい。測定部２２は搬送路や収納部に直接取り付けられている必要はなく、搬
送路や収納部の周囲に設けられていれば十分である。
【０００９】
　＜実施例１＞
　図２を用いて画像形成装置１について説明する。ここでは画像形成装置１の画像形成方
式として電子写真方式を採用するが、静電記録方式やインクジェット記録方式などが採用
されてもよい。また、画像形成装置１は多色画像を形成するものとして説明するが、単色
画像を形成する画像形成装置であってもよい。
【００１０】
　画像形成装置１は、タンデム式のカラーレーザビームプリンタであり、それぞれ色の異
なる複数の現像剤の像を重ね合わせることで多色画像を出力する。現像剤は、たとえば、
イエロー（Ｙ）、マゼンダ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）といった４色のトナー
である。給紙カセット２は給紙手段の一例であり、記録材Ｐを収納する。記録材Ｐの搬送
路には搬送装置が設けられている。搬送装置は、給紙カセット２から記録材Ｐを給紙する
給紙ローラ４や給紙カセット２から給紙された記録材Ｐを搬送する搬送ローラ対５、６を
備えている。感光ドラム１１は静電潜像やトナー像を担持する像担持体である。帯電ロー
ラ１２は感光ドラム１１の表面を一様に所定の電位に帯電させる帯電ユニットである。レ
ーザスキャナ１３は画像信号に応じて感光ドラム１１の表面に光を照射し、静電潜像を形
成する露光装置または光学走査装置である。プロセスカートリッジ１４は現像ローラ１５
を有している。現像ローラ１５は感光ドラム１１上に形成された静電潜像をトナーにより
現像して可視化する現像ユニットである。一次転写ローラ１６は感光ドラム１１上に形成
されたトナー像を中間転写ベルト１７に一次転写する転写ユニットである。中間転写ベル
ト１７は駆動ローラ１８によって駆動され、感光ドラム１１から転写されたトナー像を搬
送する中間転写体である。二次転写ローラ１９は中間転写ベルト１７上に形成されたトナ
ー画像を記録材Ｐに転写する転写ユニットである。定着装置２０は、記録材Ｐを搬送しな
がら、記録材Ｐに転写されたトナー像を溶融して定着させるユニットである。
【００１１】
　＜判別装置の配置と構成＞
　図２が示すように判別装置３０は記録材Ｐの搬送路に設けられている。画像形成装置１
における主要な熱源は定着装置２０であり、水分量を測定する測定部２２は定着装置２０
から離れた位置に配置されている。制御部１０は、上述した判別部２４として機能すると
ともに、決定部２６としても機能する。また、測定部２２や検知部２３の演算機能や信号
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処理機能などを制御部１０が備えていてもよい。
【００１２】
　図３を用いて記録材Ｐの坪量を検知して記録材Ｐの種別を判別する判別装置３０につい
て説明する。本実施例では、坪量を判別する方法として、記録材Ｐに超音波を照射し、記
録材Ｐを透過してきた超音波を受信し、受信信号の振幅に基づき種別を判別する方法を採
用する。
【００１３】
　検知部２３は搬送されてきた記録材Ｐの坪量を検知する坪量検知手段として機能する。
検知部２３は発信部３１と受信部３２を有している。制御部１０は、たとえば、ＣＰＵ、
メモリ等を備えたＭＰＵ（不図示）で構成され、検知部２３の制御と、測定部２２の測定
結果について演算処理を実行する。また、制御部１０は画像形成装置１の各部を統括的に
制御する。
【００１４】
　測定部２２は、水分量を示すパラメータとして温湿度センサ４０によって温度と相対湿
度を検知し、制御部１０に出力する。制御部１０は、測定部２２の測定結果および検知部
２３の検知値に基づいて記録材Ｐの種別に応じた画像形成条件（印刷モード）を決定する
。制御部１０は検知部２３や測定部２２の制御や検知結果の処理に加え、電子写真プロセ
スの制御を一括して行っているが、各々について独立した制御部が設けられてもよい。た
とえば、検知部２３および測定部２２の制御および検知結果の処理を行う第１制御部と、
電子写真プロセスの制御を行う第２制御部とが設けられ、第１制御部と第２制御部が通信
して情報を共有してもよい。また、検知部２３の制御を行う第１制御部と、測定部２２の
測定結果の処理と電子写真プロセスの制御を行う第２制御部とが設けられ、第１制御部と
第２制御部が通信して情報を共有してもよい。
【００１５】
　測定部２２は、温湿度センサ４０を用いて温度および湿度を検知することで、間接的に
水分量を測定する。本実施例では温湿度センサ４０を用いているが、水分量を求めること
が可能な環境パラメータを検知できる環境センサであれば、温湿度センサ４０以外のセン
サが用いられてもよい。温湿度センサ４０は画像形成装置１の近傍の温度および湿度を検
知できるように、画像形成装置１の外装近く且つ画像形成装置１内の熱源の影響を受けに
くい場所に配置される。ただし、画像形成装置１の近傍の温度や湿度を検知できればよい
ため、配置場所はこれに限定されない。測定部２２は、画像形成装置１の近傍の温湿度と
画像形成装置１内にある温湿度センサ４０の検知結果との相関データに基づいて設定され
た変換テーブルや関数を用いて、温湿度センサ４０検知結果から画像形成装置１の近傍の
水分量を求めてもよい。なお、水分量への変換機能は、測定部２２に設けられてもよいし
、制御部１０に設けられてもよい。
【００１６】
　検知部２３は、超音波を発信する発信部３１と、超音波を受信する受信部３２を有して
いる。記録材Ｐが発信部３１と受信部３２の間に搬送されてくると、制御部１０は送信制
御部４２に動作開始を指示する。送信制御部４２は動作開始の指示を受信すると、特定の
周波数の超音波を発信させるための駆動信号を生成して発信部３１に供給する。発信部３
１は駆動信号により駆動されて特定の周波数の超音波を生成して記録材Ｐに向けて発信す
る。受信部３２は記録材Ｐを透過してきた超音波を受信し、受信信号を出力する。受信検
知部４３は、受信信号の振幅のピーク値を検知電圧として制御部１０のＡＤポートに出力
する。制御部１０は受信検知部４３の出力をＡＤポートで受信する。制御部１０のＡＤポ
ートは検知電圧をデジタルの検知値（ｄｅｃ値）に変換する（アナログの検知電圧もデジ
タルの検知値も特性値に相関したパラメータである）。たとえば、ＡＤポートは制御部１
０に入力された電源電圧を基準に２５６分割した分解能でｄｅｃ値を生成する。より具体
的には、ＡＤポートは入力された検知電圧が分解能に対して何倍の電圧であるかを示すよ
うに、検知電圧をｄｅｃ値に変換する。たとえば制御部１０の電源電圧が３．３Ｖであり
、ＡＤポートに入力された検知電圧が１．６５Ｖであれば、ＡＤポートはｄｅｃ値として
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１２８を出力する。本実施例ではｄｅｃ値を２５６レベルで表現するものとして説明した
もののこの分解能は一例にすぎない。
【００１７】
　制御部１０は検知電圧を受信すると（ｄｅｃ値を生成すると）、送信制御部４２の動作
停止を指示する。送信制御部４２は動作停止の指示に従い、駆動信号の生成を停止する。
これにより超音波の発信が停止する。シートセンサを用いられてもよい。制御部１０はシ
ートが検知部２３を通過しているときは超音波を発信させ、シートが検知部２３を通過し
ていないときは超音波の発信を停止させる。これにより、低消費電力化と低騒音化を達成
できるであろう。
【００１８】
　記録材Ｐを透過してきた超音波の減衰量は記録材Ｐの坪量に比例する。つまり、記録材
Ｐの坪量が増えれば増えるほど超音波の減衰量は大きくなる。坪量が小さい記録材Ｐ（薄
紙）の場合は超音波の減衰量が少なく、受信信号のピーク値やｄｅｃ値は大きくなる。反
対に、坪量が大きい記録材Ｐ（厚紙）の場合は超音波の減衰量が多くなり、ピーク値やｄ
ｅｃ値が小さくなる。たとえば、判別部２４は、ｄｅｃ値が大きい場合は記録材Ｐの種別
を薄紙と判別する。また、判別部２４は、ｄｅｃ値が小さい場合は記録材Ｐの種別を厚紙
と判別する。一般に、普通紙の坪量は１１５［ｇ／ｍ２］以下であるのに対して、コート
紙の坪量は１１５［ｇ／ｍ２］超である。たとえば、坪量１１５［ｇ／ｍ２］の記録材Ｐ
を検知部２３で検知することで取得されたｄｅｃ値が９０ｄｅｃであったと仮定する。こ
の場合、判別部２４は、９０ｄｅｃを第１閾値とし、ｄｅｃ値が第１閾値を超えていれば
普通紙と判別する。また、判別部２４は、ｄｅｃ値が第１閾値以下であればコート紙と判
別してもよい。一例として、種別閾値を９０ｄｅｃとしたが、種別閾値は判別したい種別
に応じて自在に設定可能である。一般的に薄紙の坪量は７０［ｇ／ｍ２］以下であること
が多い。坪量が７０［ｇ／ｍ２］の記録材Ｐを検知部２３で検知することで得られるｄｅ
ｃ値が１５０ｄｅｃであったと仮定する。この場合、判別部２４は、１５０ｄｅｃを第２
閾値とし、ｄｅｃ値が第２閾値を超えていれば薄紙と判別する。また、判別部２４は、ｄ
ｅｃ値が第２閾値以下であり、かつ、第１閾値を超えていれば普通紙と判別してもよい。
このように複数の種別閾値を用意すれば３つ以上の種別が判別可能となる。
【００１９】
　＜記録材の種別と画像形成条件＞
　一般的に記録材Ｐの坪量に依存して記録材Ｐの電気的な抵抗値が異なるため、制御部１
０の決定部２６は、トナーを転写するために必要となる転写電流や転写電圧などの転写条
件を調整する。また、記録材Ｐの坪量に応じて熱容量が異なるため、決定部２６は、トナ
ーを定着するための定着温度や定着時間、記録材Ｐの搬送速度などの定着条件を調整する
。これらの定着条件を調整することでトナーと記録材Ｐに伝搬する熱量が変化する。よっ
て決定部２６は記録材Ｐの種別に応じて画像形成部５０に適用される画像形成条件（転写
条件や定着条件など）を設定する。
【００２０】
　＜水分量と画像形成条件＞
　水分量に応じて記録材Ｐの抵抗値や坪量は変化する。よって、決定部２６は水分量を考
慮した記録材Ｐの抵抗値や坪量に応じて画像形成条件を設定する。水分量に応じた記録材
Ｐの抵抗値の変化は記録材Ｐの種別によって異なる。つまり、決定部２６が、記録材Ｐの
種別と水分量に応じた画像形成条件を設定することで、所望の画像品質が達成される。
【００２１】
　＜水分量が記録材の種別＞
　水分量が記録材Ｐの種別の判別に及ぼす影響について説明する。記録材Ｐの近傍の水分
量によって記録材Ｐの坪量が変化する。たとえば、水分量が多ければ記録材Ｐを構成する
繊維に含まれる水分量が増加するため、含まれた水分量によって記録材Ｐの坪量が増加す
る。一方、水分量が少なければ、記録材Ｐを構成する繊維に含まれる水分量は減少するた
め坪量は減少する。よって、記録材Ｐの近傍の水分量は記録材Ｐの種別の判別に影響する
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。たとえば、水分量によって変化した坪量のｄｅｃ値に基づいて記録材Ｐの種別を判断し
た場合と坪量のｄｅｃ値をある特定の水分量の環境におけるｄｅｃ値に換算してから記録
材Ｐの種別を判別した場合とでは、記録材Ｐの判別結果が異なってしまうことがある。そ
こで、補正部２５が坪量のｄｅｃ値を特定環境におけるｄｅｃ値に換算してから判別部２
４が記録材Ｐの種別の判別をすることで、所望の判別精度が達成される。
【００２２】
　本実施例では水分量の一例として、温度と湿度に基づいて求められる絶対水分量を採用
する。補正部２５は、絶対水分量が約１１．５［ｇ／ｍ３］（温度２５℃、湿度５０％Ｒ
Ｈ相当）の環境を基準としてｄｅｃ値の換算処理を実行する。本実施例では絶対水分量を
例にあげているが、記録材Ｐに含まれる水分量と相関性のある水分量を用いれば十分であ
り、絶対水分量以外の水分量、たとえば、相対湿度に基づいて求められる水分量が使用さ
れてもよい。たとえば水分量の変化が小さい温度範囲で記録材Ｐの種別を判別する場合、
記録材Ｐの近傍の相対湿度に基づいて記録材Ｐに含まれる水分量が推定されてもよい。こ
のよう場合は、相対湿度に基づき求められた水分量は、温度と湿度に基づいて求められた
絶対水分量と同等の精度となる。
【００２３】
　＜水分量と検知結果との関係＞
　次に、温湿度センサ４０の検知結果に基づいて検知した水分量の変動が検知部２３の検
知値に与える影響について図４に示す発明者らの実験結果を用いて説明する。前述したよ
うに本実施例では記録材Ｐに含まれる水分量を推定するために、記録材Ｐの周囲における
絶対水分量が用いられている。図４において横軸は温湿度センサ４０で検知した絶対水分
量を示している。縦軸は絶対水分量が約１１．５［ｇ／ｍ３］（温度２５℃、湿度５０％
ＲＨ相当）の環境におけるｄｅｃ値を基準としたｄｅｃ値の変動率Ｖを示している。ここ
では一例として、坪量が６０［ｇ／ｍ２］、８０［ｇ／ｍ２］、９０［ｇ／ｍ２］の記録
材Ｐ（普通紙）についての変動率Ｖが示されている。各記録材Ｐが温湿度環境に十分に馴
染んだ後に測定が実行されている。
【００２４】
　水分量の増減に応じて坪量も増減するため、図４に示すように絶対水分量とｄｅｃ値の
変動率Ｖとの関係は線形になる。つまり、記録材Ｐのｄｅｃ値は記録材Ｐの近傍の水分量
に比例して変化することがわかる。よって、図４から求められる変動率Ｖの近似式に水分
量を代入することで、ｄｅｃ値の変動率Ｖが決定される。そして、補正部２５は、ｄｅｃ
値を変動率Ｖで除算することで、特定環境下でのｄｅｃ値に補正ないしは換算する。
【００２５】
　　補正されたｄｅｃ値 ＝ｄｅｃ値　／　変動率Ｖ　　・・・補正式１
一例として、図４が示すように、絶対水分量が２０ｇの環境下における坪量６０ｇの記録
材Ｐのｄｅｃ値は、絶対水分量１１．５ｇの環境下のｄｅｃ値と比較して１．０２２倍に
なる。よって、補正部２５は、ｄｅｃ値を絶対水分量が１１．５ｇである特定環境下での
ｄｅｃ値に換算するために、ｄｅｃ値を１．０２２で除算する。つまり、補正部２５がｄ
ｅｃ値を変動率Ｖで除算することで、ｄｅｃ値は特定環境下でのｄｅｃ値に補正される。
【００２６】
　図４で示した３つの記録材Ｐの種別（普通紙）については坪量に差異があっても変動率
Ｖのばらつきは小さいことが分かる。よって、坪量の差異が小さい複数の記録材Ｐに関し
ては、記録材Ｐの種別に応じて近似式を変更しなくとも精度よくｄｅｃ値の補正が可能と
なる。本実施例の場合、補正部２５は、温湿度センサ４０によって得られる水分量を下記
の近似式１に代入することで検知部２３のｄｅｃ値の変動率Ｖを求める。前述したように
近似式１の係数は図４の坪量８０［ｇ／ｍ２］の記録材Ｐの絶対水分量に対するｄｅｃ値
の変動率Ｖに基づいて決定されている。
【００２７】
　　変動率Ｖ ＝０．０３×水分量［ｇ／ｍ３］＋０．９８　　・・・　近似式１
ここで、変動率Ｖの近似式１は本実施例における一例であり、検知部２３の検知特性に合
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わせて適宜設定される。また、本実施例では温湿度センサ４０の検知結果から求められた
水分量に基づいてｄｅｃ値が補正されている。しかし、水分量に応じた記録材Ｐの種別の
判別結果が得られれば十分であり、ｄｅｃ値を補正する方法にのみ限定されるわけではな
い。たとえば、補正する対象がｄｅｃ値ではなく、記録材Ｐの種別を判別するための規則
、つまり、ｄｅｃ値に対する種別閾値が変更されてもよい。たとえば、補正部２５は、普
通紙とコート紙と区別するための種別閾値である９０ｄｅｃを水分量に応じて上下させて
もよい。これにより、ｄｅｃ値を補正することなく、水分量に応じた記録材Ｐの種別の判
別精度が向上する。また、ｄｅｃ値や種別閾値を補正する以外の方法が採用されてもよい
。たとえば、判別部２４は、記録材Ｐの近傍の水分量とｄｅｃ値との関係を示すテーブル
を記憶部に記憶しておき、得られた水分量とｄｅｃ値に基づきテーブルを参照して記録材
Ｐの種別を特定してもよい。たとえば、水分量が１１．５［ｇ／ｍ３］、坪量が１１６［
ｇ／ｍ２］に相当するｄｅｃ値の場合に普通紙と判別し、水分量が５［ｇ／ｍ３］、坪量
が１１６［ｇ／ｍ２］に相当するｄｅｃ値であればコート紙であると判別するようなテー
ブルが用いられてもよい。また、制御部１０は記録材Ｐの種別を判別することなく、補正
したｄｅｃ値から直接的に画像形成装置１の画像形成条件を制御してもよい。またはｄｅ
ｃ値と補正された規則から直接的に画像形成装置１の画像形成条件を制御してもよい。た
とえば、ｄｅｃ値などと画像形成条件との対応関係を予め記憶装置に記憶しておくことで
、ｄｅｃ値などから直接的に画像形成条件が決定される。
【００２８】
　本実施例では記録材Ｐの近傍の水分量を画像形成装置１の近傍の水分量と同一として扱
っている。一般的に記録材Ｐは給紙カセット２や給紙トレイ、給紙オプションに載置され
ている。つまり、記録材Ｐは画像形成装置１内の電源装置や駆動源などの熱源の影響を大
きく受けない場所に置かれている。よって、記録材Ｐの近傍の水分量は画像形成装置１の
近傍の水分量と殆ど同等と考えられる。本実施例では画像形成装置１の近傍の水分量を検
知する温湿度センサ４０を用いて記録材Ｐの近傍の水分量を求めた。しかし、記録材Ｐの
近傍の水分量を求められれば十分であり、水分量を求める方法はこれに限定されない。た
とえば、給紙カセット２内に専用の温湿度センサ４０が配置されてもよい。
【００２９】
　＜フローチャート＞
　図５を用いて制御部１０における記録材Ｐの種別の判別方法について説明する。Ｓ５０
１で制御部１０（測定部２２または判別部２４）は温湿度センサ４０を用いて記録材Ｐに
関する水分量を測定する。たとえば、制御部１０は温湿度センサから温度の測定値と湿度
の測定値を取得し、関数やテーブルを用いて温度の測定値と湿度の測定値を絶対水分量に
変換する。
【００３０】
　Ｓ５０２で制御部１０（判別部２４、補正部２５）は特性値（例：坪量）を補正するた
めの補正係数である変動率Ｖを演算する。たとえば、制御部１０は上述した近似式１に水
分量を代入することで変動率Ｖを算出してもよい。
【００３１】
　Ｓ５０３で制御部１０は超音波の発信を開始する。上述したように制御部１０は送信制
御部４２に超音波の発信を開始するよう指示する。これは、たとえば、送信制御部４２に
ＯＮ信号を送出することであってもよい。なお、送信制御部４２の動作電力を電源から供
給したり、遮断したりすることで、超音波の発信と停止とが制御されてもよい。
【００３２】
　Ｓ５０４で制御部１０は超音波の受信処理を実行する。たとえば、記録材Ｐを透過した
超音波が受信部３２で受信され、受信検知部４３により検知電圧が生成され、制御部１０
のＡＤポートに入力される。制御部１０はアナログの検知電圧をデジタルのｄｅｃ値に変
換することで特性値であるｄｅｃ値を取得する。
【００３３】
　Ｓ５０５で制御部１０は超音波の発信を停止する。上述したように制御部１０は送信制
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御部４２に超音波の発信を停止するよう指示する。これは、たとえば、送信制御部４２に
ＯＦＦ信号を送出したり、ＯＮ信号の送出を停止したりすることであってもよい。
【００３４】
　Ｓ５０６で制御部１０（補正部２５）は特性値を補正する。たとえば、補正部２５は変
動率Ｖに基づき特性値であるｄｅｃ値を補正する。補正には、変動率Ｖと特性値を入力と
し、補正された特性値を出力とする関数やテーブルなどが用いられてもよい。関数は、た
とえば、特性値であるｄｅｃ値を変動率Ｖで除算することで、補正された特性値を出力す
る関数であってもよい。
【００３５】
　Ｓ５０７で制御部１０（判別部２４）は補正された特性値を用いて記録材の種別を判別
する。判別部２４は、たとえば、特性値と１つ以上の閾値とを比較して、記録材の種別を
判別する。３つ以上の種別を判別するためには、複数の閾値が使用される。
【００３６】
　Ｓ５０８で制御部１０（決定部２６）は記録材の種別に応じた画像形成条件（例：転写
条件や定着条件）を決定する。記録材の種別に応じた画像形成条件は予め用意されており
、決定部２６は、複数の画像形成条件のうちから記録材の種別に応じた画像形成条件を選
択してもよい。また、決定部２６は、記録材の種別と水分量とに応じて画像形成条件を設
定してもよい。たとえば、決定部２６は記録材の種別ごとに用意された画像形成条件を求
めるための関数やテーブルに対して水分量を入力することで、記録材の種別と水分量とに
応じた画像形成条件を決定してもよい。
【００３７】
　本実施例によれば判別装置３０は温湿度センサ４０から得られる水分量に基づいて記録
材Ｐの特性値（例：坪量の検知値）を補正することで、記録材Ｐの種別の判別精度が向上
する。たとえば、従来は水分量による変動があるため明確に判別できなかった約１０［ｇ
／ｍ２］以下の坪量差の記録材Ｐの種別、たとえば７０［ｇ／ｍ２］と８０［ｇ／ｍ２］
の坪量の記録材Ｐの種別の判別が可能になる。その結果、判別装置３０を備えた装置１は
、判別された記録材Ｐの種別に応じて画像形成条件を適切に設定することができるため、
画質の向上が可能となる。また、適切な画像形成条件を得るための方法の一例としては、
制御部１０に水分量と検知値の組み合わせと画像形成条件との関係を保存しておく。さら
に、得られた水分量と検知値の組み合わせに基づき関係を参照することで、記録材Ｐの種
別の判別をすることなく、画像形成条件を決定することも可能である。このような関係は
テーブル化されていてもよい。
【００３８】
　＜実施例２＞
　実施例１では、温湿度センサ４０から得られる水分量に基づいて記録材Ｐの坪量の変動
率Ｖを求め、変動率Ｖに基づき検知値を補正していた。なお、実施例１の変動率Ｖは、記
録材Ｐに種別よらず一律に求められ、演算の簡素化が図られている。本実施例では、複数
の変動率Ｖの決定方法を予め用意することで、コート紙など特定の記録材Ｐの種別の判別
精度を向上させる。実施例２において実施例１と共通する部分については、説明の簡明化
のために、省略する。
【００３９】
　画像形成装置１に用いられる記録材Ｐの種別としては、パルプ繊維で構成された一般的
な記録材Ｐ（普通紙）のみならず、記録材Ｐの表面に顔料が塗布されて平滑化処理された
記録材Ｐ（コート紙）が使用されることがある。特にコート紙は多色プリントにおいて色
鮮やかな画像を形成でき、利用される機会が増えている。このようにコート紙のような特
定の記録材Ｐの種別の判別精度を向上させることができれば、より適切な画像形成条件が
決定されるようになろう。そこで、本実施例では記録材Ｐがコート紙の場合における特性
値の補正を一例として説明する。なお、特定の記録材Ｐの種別はコート紙に限定されるわ
けではなく、一例として薄紙に対する特性値の補正をすることも可能である。
【００４０】
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　＜記録材Ｐの種別と坪量の検知値との関係＞
　記録材Ｐの種別が異なる場合における坪量の検知値への影響について図６を用いて説明
する。前述したようにコート紙は表面に顔料が塗布されている。そのため、記録材Ｐの坪
量は顔料の坪量を含んだ値となる。また顔料とパルプ材では吸湿度合いが大きく異なる。
顔料はパルプ材に比べて吸湿度合いが低い。よって、コート紙の変動率Ｖは普通紙と異な
る。
【００４１】
　図６において横軸は温湿度センサ４０を用いて測定された絶対水分量を示している。縦
軸は絶対水分量が約１１．５［ｇ／ｍ３］（温度２５℃、湿度５０％ＲＨ相当）となると
きの坪量を基準として求められた変動率Ｖを示している。ここでは、一例として、１５０
［ｇ／ｍ２］のコート紙についての変動率Ｖを示している。図６に示すコート紙の変動率
Ｖは、図４で示す普通紙の変動率Ｖと異なり、変動率Ｖの変動する幅が狭くなり、傾きが
緩やかになっている。実施例１と同様に、図６からコート紙の変動率Ｖを求めるための近
似式２を決定することが可能である。
【００４２】
　　変動率Ｖ ＝０．０１×水分量［ｇ／ｍ３］＋０．９９　　・・・　近似式２
なお、以下では近似式１により求められた変動率をＶ１とし、近似式２により求められた
変動率をＶ２として区別する。
【００４３】
　＜フローチャート＞
　図７を用いて制御部１０における記録材Ｐの種別の判別方法について説明する。なお、
図７において、図５に関して説明したステップと同一のステップの説明は簡明化のために
省略される。なお、図７ではＳ５０２がＳ７０１に置換され、Ｓ７０２とＳ７０３がＳ５
０５の後に追加されている。
【００４４】
　Ｓ７０１で制御部１０（判別部２４、補正部２５）は特性値（例：坪量）を補正するた
めの補正係数である変動率Ｖ１、Ｖ２を演算する。たとえば、制御部１０は上述した近似
式１と近似式２にそれぞれ水分量を代入することで変動率Ｖ１、Ｖ２を算出してもよい。
その後、Ｓ５０３ないしＳ５０５を実行し、Ｓ７０２に進む。
【００４５】
　Ｓ７０２で制御部１０（判別部２４）は特性値であるｄｅｃ値と所定の切り替え閾値を
比較し、ｄｅｃ値が所定の切り替え閾値未満であるかどうかを判別する。切り替え閾値は
、たとえば、次のように決定［ｇ／ｍ２］れる。実施例２においても実施例１と同様に、
坪量１１５［ｇ／ｍ２］と９０ｄｅｃが対応した関係となっている。ｄｅｃ値が９０ｄｅ
ｃ以上であれば坪量は１１５［ｇ／ｍ２］以下であり、記録材Ｐは普通紙である可能性が
高い。一方、ｄｅｃ値が９０ｄｅｃ未満であれば坪量は１１５［ｇ／ｍ２］以上であり、
記録材Ｐはコート紙である可能性が高い。なお、切り替え閾値（近似式の選択閾値）が９
０ｄｅｃに設定されているがこれは一例にすぎない。切り替え閾値は画像形成装置１にお
いて優先的に判別される記録材Ｐの種別に合わせて適宜設定されればよい。たとえばコー
ト紙の判別精度を優先したい場合には、コート紙についてより適正に特性値を補正するた
めに、切り替え閾値が９５ｄｅｃに設定されてもよい。このようにコート紙を優先するた
めにマージンとして５ｄｅｃが追加されてもよい。これによりコート紙として判別される
記録材Ｐの種別が増えることになり、コート紙であるにもかかわらずコート紙として判別
されないことは減少するであろう。
【００４６】
　Ｓ７０２でｄｅｃ値が所定の切り替え閾値未満であれば、コート紙の可能性が高いため
、Ｓ７０３に進む。Ｓ７０３で補正部２５はコート紙用の変動率Ｖ２を用いて特性値であ
るｄｅｃ値を補正する。一方で、Ｓ７０２でｄｅｃ値が所定の切り替え閾値以上であれば
、コート紙ではない可能性が高いため、上述したＳ５０６に進む。Ｓ５０６で補正部２５
は普通紙用の変動率Ｖ１を用いて特性値であるｄｅｃ値を補正する。
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【００４７】
　このように、補正部２５は、ｄｅｃ値に依存して変動率Ｖ１、Ｖ２を選択しているが、
これは近似式を選択することと同義である。これにより記録材Ｐから得られたｄｅｃ値に
依存して適正に特性値を補正可能となり、記録材Ｐの種別の判別結果が向上するであろう
。
【００４８】
　本実施例は記録材Ｐの種別として普通紙とコート紙を一例として説明しているが、任意
の記録材Ｐの種別に対しても実施例２の技術思想は適用可能である。つまり、予め、記録
材Ｐの近傍の水分量によって変化した記録材Ｐの坪量を測定して近似式を求めて制御部１
０に格納する。さらに、その記録材Ｐの坪量に基づき切り替え閾値を設定する。これによ
り、記録材Ｐの種別に応じて適切な近似式が選択されるようになり、その記録材Ｐの判別
精度が向上するであろう。一例として、坪量が７０［ｇ／ｍ２］以下である薄紙の場合の
ｄｅｃ値の近似式を制御部１０が備えていてもよい。ｄｅｃ値が１５０ｄｅｃ以上であれ
ば薄紙の可能性が高い。よって、補正部２５は薄紙に対応したｄｅｃ値の近似式を用いて
ｄｅｃ値を補正することで、薄紙を精度よく判別可能となる。
【００４９】
　このように実施例２によれば、実施例１の効果に加えて次のような効果が得られよう。
判別装置３０は、記録材Ｐの種別（ｄｅｃ値）に応じて変動率Ｖの近似式を選択する。こ
れにより、記録材Ｐの判別精度が向上する。たとえば、コート紙や薄紙においても普通紙
と同様に記録材Ｐの判別精度の向上が可能になる。そして、判別装置３０を備えた画像形
成装置１は、判別された記録材Ｐの種別に応じて画像形成条件を設定することで画質の向
上を達成しよう。ここでは変動率Ｖ１、Ｖ２を選択したり、近似式１、２を選択したりす
ることを説明したが、これは記録材の判別規則を選択ないしは補正していることに相当す
る。また、実施例１、２では変動率に基づき特性値を補正したが、Ｓ５０７で実行される
記録材の種別を判別するステップで使用される閾値が変動率に基づき補正されたり、選択
されたりしてもよい。
【００５０】
　実施例１でも説明したように実施例２に関してもまた、制御部１０は記録材Ｐの種別を
判別することなく、補正したｄｅｃ値から直接的に画像形成装置１の画像形成条件を制御
してもよい。またはｄｅｃ値と補正された規則から直接的に画像形成装置１の画像形成条
件を制御してもよい。
【００５１】
　＜実施例３＞
　実施例１、２では超音波を用いて記録材Ｐの種別を判別したが、他の手法が用いられて
もよい。以下では、記録材Ｐに光を照射し、記録材Ｐからの反射光を検知して記録材Ｐの
種別を判別する手法について説明する。
【００５２】
　図８は判別装置３０の機能の一例を示すブロック図である。検知部２３は、光源４６、
結像光学系４７および撮像部４８を有している。光源４６はＬＥＤなどの発光素子である
。記録材Ｐが一定の速度で検知部２３の設置位置まで搬送されてくると、制御部１０は光
の照射を開始するよう光源制御部４４に指示する。この指示は、たとえば、光源４６の点
灯を意味するＯＮ信号である。光源制御部４４は照射の開始指示を受信すると、光源４６
を点灯させるため駆動信号（駆動電流）を生成して光源４６に供給する。光源４６は光源
制御部４４からの駆動信号にしたがって光を発光し、記録材Ｐの表面に光を照射する。
【００５３】
　光源４６から照射された光は記録材Ｐの表面で反射する。結像光学系４７は記録材Ｐの
表面からの反射光を受光して撮像部４８に結像させる。撮像部４８は結像光学系４７によ
り結像された光（記録材Ｐの表面）を撮像する。撮像部４８により取得された画像は記録
材Ｐの表面の画像であり、画像処理部４５へ出力される。記録材Ｐの表面はコロ等の部品
（不図示）により位置決めされてもよい。これは、結像光学系４７の主点から記録材Ｐの
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表面までの距離を一定距離に維持させて、ピントの合った画像が得られるようにするため
である。ここで取得される表面画像は記録材Ｐの表面性（凹凸）に依存して変化する。画
像処理部４５は表面画像に占める影の割合から記録材Ｐの表面性を示す特性値を求め、特
性値に対応したアナログの検知電圧を制御部１０のＡＤポートに出力する。なお、特性値
はデジタル値として制御部１０のデジタルポートに渡されてもよい。この場合、画像処理
部４５がｄｅｃ値を演算してもよい。
【００５４】
　実施例１と同様に、制御部１０のＡＤポートは、特性値を示す検知電圧をデジタル値で
あるｄｅｃ値に変換する。分解能などのパラメータは、実施例１と同様であってもよい。
制御部１０はｄｅｃ値が確定すると、光源制御部４４に照射の停止を指示する。制御部１
０は温湿度センサ４０を用いて水分量を求める。
【００５５】
　＜表面性と記録材Ｐの種別の関係＞
　一般的にコート紙のような表面性が平滑な記録材Ｐは表面画像に占める影の割合が少な
い。逆にボンド紙のような表面性が粗い記録材Ｐは表面画像に占める影の割合が多くなる
。そこで、検知部２３で表面性が平滑な記録材Ｐを検知した際に、制御部１０が確定する
表面性のｄｅｃ値が１００ｄｅｃとなるように、制御部１０のＡＤポートが量子化を行う
。よって、判別部２４は、ｄｅｃ値が１００ｄｅｃ未満であれば、記録材Ｐの種別をコー
ト紙と判別し、１００ｄｅｃ以上であれば普通紙と判別する。ここでは種別閾値を１００
ｄｅｃとしているが、これは一例であり、実験やシミュレーションによって適正な値に決
定される。
【００５６】
　＜記録材Ｐの種別と画像形成条件＞
　一般的にコート紙のような表面性が平滑な記録材Ｐの抵抗値は、ボンド紙のような粗い
記録材Ｐの抵抗値に比べて低い。よって、決定部２６は記録材Ｐの種別に応じてトナーを
転写するための転写条件（例：転写電流）を設定する。また、コート紙のような表面性が
平滑な記録材Ｐは、ボンド紙のような粗い記録材Ｐに比べて必要な定着温度が低い。これ
は定着に必要な時間が短いことを意味する。決定部２６は記録材Ｐの種別に応じて定着条
件（定着温度や定着時間、搬送速度など）を設定する。このように記録材Ｐの種別に応じ
て適切な画像形成条件（転写条件、定着条件）が設定されれば、画質が向上することにな
る。
【００５７】
　＜水分量と画像形成条件＞
　水分量に応じて記録材Ｐの抵抗値や表面性が変化する。よって、水分量に応じて画像形
成条件を設定する必要がある。さらに、水分量に応じた記録材Ｐの抵抗値の変化は記録材
Ｐの種別によって異なる。よって、決定部２６は、記録材Ｐの種別と水分量に応じた画像
形成条件を設定することで、適切な画像形成を行う。
【００５８】
　＜水分量が記録材Ｐの種別の判別に及ぼす影響＞
　記録材Ｐの近傍の水分量によって表面性が変化する。たとえば、記録材Ｐの近傍の水分
量が多ければ、記録材Ｐを構成する繊維の含む水分量が増加する。そのため繊維の膨張に
よって繊維間の隙間が埋まり、表面が平滑になる。一方、水分量が少なければ、記録材Ｐ
を構成する繊維の含む水分量が減少する。そのため繊維間の隙間が広がり、表面が粗くな
る。表面性の特性値に基づいて記録材Ｐの種別を判別する手法では、水分量の多少に依存
して判別誤差が発生しうる。予め想定された特定の水分量の環境下で記録材Ｐの種別を判
別した場合と、それとは異なる水分量の環境下で記録材Ｐの種別を判別した場合とでは異
なる判別結果が得られることもある。つまり、そのままの表面性の特性値に基づいて記録
材Ｐの種別を判断した場合と、特性値を特定の水分量の環境下の特性値に換算してから記
録材Ｐの種別を判別した場合とでは、記録材Ｐの判別結果が異なることがある。
【００５９】
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　そこで判別部２４は、表面性の特性値をある特定の環境下での特性値に換算してから記
録材Ｐの種別を判別することで、所望の判別精度を達成する。実施例３では、実施例１、
２と同様の特定の環境下（温度２５℃、湿度５０％ＲＨ相当）を想定する。水分量の求め
方等も実施例３では実施例１、２と同様であってよい。
【００６０】
　＜水分量と特性値との関係＞
　温湿度センサ４０により検知された水分量の変動が検知部２３により検知された表面性
の特性値に与える影響について図９に示す発明者らの実験結果を用いて説明する。本実施
例では記録材Ｐに含まれる水分量を推定するために、一例として絶対水分量を用いている
。図９において横軸は温湿度センサ４０の検知結果に基づいた絶対水分量を示している。
縦軸は上述した特定環境下での特性値を基準とした特性値の変動率Ｖを示している。
【００６１】
　前述したように水分量の増減に応じて表面性の特性値も増減する。図９に示すように、
記録材Ｐの近傍の絶対水分量と特性値との関係は二次曲線となる。よって、図９に基づい
て変動率Ｖの近似式を算出することが可能である。記録材Ｐの近傍の絶対水分量を検知で
きれば近似式を用いて変動率Ｖを求め、これで特性値（ｄｅｃ値）を除算すれば、特定環
境下での特性値が得られる。一例として、絶対水分量が２４［ｇ／ｍ３］の環境では図９
で示す記録材Ｐの特性値は絶対水分量が１１．５［ｇ／ｍ３］の環境の特性値と比較して
、０．９６倍になる。よって、検知部２３により得られた特性値を特定環境下での特性値
に換算するためには、補正部２５が特性値を０．９６で除算すればよい。特性値を変動率
Ｖで除算することで、特性値は特定環境下での特性値に補正される。実施例３で、判別部
２４は、温湿度センサ４０により得られた画像形成装置１の近傍の絶対水分量を、図９に
示す二次曲線から求められた近似式３に代入することで特性値の変動率Ｖを求める。
【００６２】
　　変動率Ｖ＝０．０００２×（水分量［ｇ／ｍ３］）＾２－０．０１×水分量［ｇ／ｍ
３］＋１．０８　・・・近似式３
　変動率Ｖの近似式３は実施例３における一例であり、検知部２３の検知特性に合わせて
適宜設定される。また、実施例３では温湿度センサ４０の検知結果から求めた水分量に基
づいて特性値を補正した。しかし、水分量に応じた記録材Ｐの種別の判別結果が得られれ
ば十分であるため、補正方法はこれに限定されない。たとえば補正する対象が特性値では
なく、記録材Ｐの種別を判別するために特性値と比較される種別閾値であってもよい。閾
値の一例は、普通紙とコート紙とを区別するための閾値であり、これはたとえば１００ｄ
ｅｃである。補正部２５は、検知した水分量に基づいて１００ｄｅｃという閾値を補正し
てもよい。水分量に応じて閾値を上下させることで、特性値を補正することなく、水分量
に応じた記録材Ｐの種別の判別が可能となる。また、特性値や閾値を補正する以外の方法
として、制御部１０の記憶部に記録材Ｐの近傍の水分量と特性値との関係を示すテーブル
が記憶されていてもよい。水分量と特性値に基づきテーブルを参照することで、記録材Ｐ
の種別が得られる。たとえば、特性値が９８ｄｅｃであり、水分量が１１．５［ｇ／ｍ３

］であった場合にテーブルから普通紙が特定され、特性値が９８ｄｅｃであり、水分量が
５［ｇ／ｍ３］であった場合にテーブルからコート紙が特定されてもよい。このように特
性値だけで判断すると普通紙と判別されてしまうような環境下であっても、水分量を考慮
することで正しくコート紙と判別可能となる。なお、水分量に関する説明はすでに実施例
１で説明済みであるため、ここでは重複した説明を省略する。
【００６３】
　＜フローチャート＞
　図１０を用いて制御部１０における記録材Ｐの種別の判別方法について説明する。Ｓ５
０１はすでに説明したとおりである。Ｓ１００１で制御部１０（判別部２４、補正部２５
）は特性値（例：表面性）を補正するための補正係数である変動率Ｖを演算する。たとえ
ば、制御部１０は上述した近似式３に水分量を代入することで変動率Ｖを算出してもよい
。
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【００６４】
　Ｓ１００２で制御部１０は光の照射を開始する。上述したように制御部１０は光源制御
部４４に光の照射を開始するよう指示する。Ｓ１００３で制御部１０は光を受光して特性
値を求める。たとえば、記録材Ｐで反射した光が撮像部４８で受光され、画像処理部４５
により検知電圧が生成され、制御部１０のＡＤポートに入力される。制御部１０はアナロ
グの検知電圧をデジタルのｄｅｃ値に変換することで特性値であるｄｅｃ値を取得する。
【００６５】
　Ｓ１００４で制御部１０は光の照射を停止する。上述したように制御部１０は光源制御
部４４に光の照射を停止するよう指示する。これは、たとえば、光源制御部４４にＯＦＦ
信号を送出したり、ＯＮ信号の送出を停止したりすることであってもよい。
【００６６】
　Ｓ１００５で制御部１０（補正部２５）は特性値を補正する。たとえば、補正部２５は
変動率Ｖに基づき特性値を補正する。補正には、変動率Ｖと特性値を入力とし、補正され
た特性値を出力とする関数やテーブルなどが用いられてもよい。関数は、たとえば、特性
値であるｄｅｃ値を変動率Ｖで除算することで、補正された特性値を出力してもよい。
【００６７】
　Ｓ１００６で制御部１０（判別部２４）は補正された特性値を用いて記録材の種別を判
別する。判別部２４は、たとえば、特性値と１つ以上の閾値とを比較して、記録材の種別
を判別する。その後、Ｓ５０８に進む。
【００６８】
　実施例３によれば、判別装置３０は、水分量に応じて記録材Ｐの特性値（例：表面性）
を補正しているため、記録材Ｐの種別の判別精度が向上する。また、制御部１０は、判別
された記録材Ｐの種別に応じて画像形成条件を設定するため、画質が向上するであろう。
このように実施例３では水分量に基づいて特性値を補正した。しかし、水分量に応じた記
録材Ｐの種別の判別結果が得られれば良いため、特性値を補正する方法にのみ実施例３が
限定されるわけではない。適正な画像形成条件を決定する方法の一例としては、制御部１
０に水分量と特性値と画像形成条件の関係を示すテーブルなどを保存しておき、水分量と
特性値とに基づきテーブルを参照して画像形成条件を決定してもよい。この場合、記録材
の種別の判定処理を省略できるであろう。
【００６９】
　実施例１、２でも説明したように実施例３に関してもまた、制御部１０は記録材Ｐの種
別を判別することなく、補正したｄｅｃ値から直接的に画像形成装置１の画像形成条件を
制御してもよい。またはｄｅｃ値と補正された規則から直接的に画像形成装置１の画像形
成条件を制御してもよい。
【００７０】
　＜実施例４＞
　実施例３では水分量に基づいて記録材Ｐの表面性を示す特性値の変動率Ｖを補正するこ
とについて説明した。実施例２で説明したように、実施例３で説明した近似式を記録材Ｐ
の特性値に応じて切り替えてもよい。上述したように記録材の表面性は繊維に含まれてい
る水分量に応じて変化する。しかし、表面にコートが適用されているコート紙では普通紙
と比較して特性値の変化率が異なる傾向を示す。
【００７１】
　記録材Ｐの種別が及ぼす表面性の特性値への影響について図１１を用いて説明する。コ
ート紙の表面には顔料を塗布されているため、パルプ材に比べて吸湿度合いが低い。よっ
て、コート紙の変動率Ｖは普通紙の変動率Ｖと異なる。図１１において横軸は絶対水分量
を示している。縦軸は上述した特定環境下での表面性の特性値を基準とした変動率Ｖを示
している。ここでは一例として、コート紙の変動率Ｖが示されている。
【００７２】
　図１１に示すコート紙の変動率Ｖの変動する幅は、図９に示す普通紙の変動率Ｖの変動
する幅と比較して、狭くなっている。そこで、図１１からコート紙の変動率Ｖを求めるた
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めの近似式４を求める。ここでは近似式３により求められた変動率をＶ３と称し、近似式
４により求められた変動率をＶ４と称する。なお、近似式４も２次関数となる。
【００７３】
　変動率Ｖ４＝０．００００５×（水分量［ｇ／ｍ３］）＾２－０．０１×水分量［ｇ／
ｍ３］＋１．０３　・・・近似式４
　＜フローチャート＞
　図１２を用いて制御部１０における記録材Ｐの種別の判別方法について説明する。Ｓ５
０１はすでに説明したとおりである。Ｓ１２０１で制御部１０（判別部２４、補正部２５
）は特性値（例：表面性）を補正するための補正係数である変動率Ｖ３、Ｖ４を演算する
。たとえば、制御部１０は上述した近似式３に水分量を代入することで変動率Ｖ３を算出
し、近似式４に水分量を代入することで変動率Ｖ４を算出してもよい。その後、Ｓ１００
２ないしＳ１００４を実行し、Ｓ１２０２に進む。
【００７４】
　Ｓ１２０２で制御部１０（判別部２４）は特性値であるｄｅｃ値と所定の切り替え閾値
を比較し、ｄｅｃ値が所定の切り替え閾値未満であるかどうかを判別する。切り替え閾値
はたとえば次のように決定される。
【００７５】
　コート紙を検知部２３で検知したときの特性値が１００ｄｅｃであったとする。この場
合、特性値が１００ｄｅｃ以上であれば表面画像に占める影の割合が多く、記録材Ｐは普
通紙である可能性が高い。一方、特性値が１００ｄｅｃ未満であれば表面画像に占める影
の割合が少なく、記録材Ｐはコート紙である可能性が高い。ここでは切り替え閾値を一例
として１００ｄｅｃとしている。しかし、実施例２に関して説明したようにマージンを加
算してもよい。たとえばコート紙の判別精度を優先したい場合には切り替え閾値を１０５
ｄｅｃとしもよい。
【００７６】
　Ｓ１２０２でｄｅｃ値が所定の切り替え閾値未満であれば、コート紙の可能性が高いた
め、Ｓ１２０３に進む。Ｓ１２０３で補正部２５はコート紙用の変動率Ｖ４を用いて特性
値であるｄｅｃ値を補正する。一方、Ｓ１２０２でｄｅｃ値が所定の切り替え閾値以上で
あれば、コート紙ではない可能性が高いため、上述したＳ１００５に進む。Ｓ１００５で
補正部２５は普通紙用の変動率Ｖ３を用いて特性値であるｄｅｃ値を補正する。その後、
Ｓ１００６に進む。
【００７７】
　実施例４では記録材Ｐの種別として普通紙とコート紙とを判別しているが、これは一例
にすぎない。任意の記録材Ｐの種別についても予め近似式を作成するとともに切り替え閾
値を設定することで、任意の記録材Ｐの種別についても適切に特性値を補正できるように
なる。なお、任意の記録材Ｐの種別を判別するための種別閾値についても予め設定してお
く必要がある。たとえば、ボンド紙について予め近似式を作成し、切り替え閾値を１５０
ｄｅｃに設定する。特性値が１５０ｄｅｃ以上であれば、ボンド紙の可能性が高い。その
ため、補正部２５は、ボンド紙用の近似式を選択し、特性値を補正する。これにより、ボ
ンド紙についても精度よく判別することが可能となる。このように判別部２４や補正部２
５は近似式や変動率の切り替え部または選択部として機能する。
【００７８】
　実施例４によれば、実施例３の効果に加えて次のような効果が得られる。判別装置３０
は、記録材Ｐの特性値に応じた近似式を選択するため、特性値の補正精度が向上し、記録
材Ｐの判別精度も向上するであろう。たとえば、コート紙やボンド紙においても普通紙と
同様に記録材Ｐの種別の判別精度が向上するであろう。判別装置３０を備えた画像形成装
置１は記録材Ｐの種別に応じて画像形成条件をより適切に設定できるようになるため、画
質が向上するであろう。
【００７９】
　実施例１ないし３でも説明したように実施例４に関してもまた、制御部１０は記録材Ｐ
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の種別を判別することなく、補正したｄｅｃ値から直接的に画像形成装置１の画像形成条
件を制御してもよい。またはｄｅｃ値と補正された規則から直接的に画像形成装置１の画
像形成条件を制御してもよい。
【００８０】
　＜まとめ＞
　図１を用いて説明したように判別装置３０は、検知部２３、測定部２２および判別部２
４を有している。検知部２３は記録材Ｐの物理的な特性を示す特性値を検知する。測定部
２２は記録材Ｐの含水分量に相関した水分量を測定する。判別部２４は測定された水分量
と検知された特性値とに基づき記録材Ｐの種別を判別する。さらに、判別部２４は、測定
された水分量を用いて、検知された特性値を補正し、補正した特性値にしたがって記録材
Ｐの種別を判別する。このように本実施例によれば、記録材の含水分量が考慮されるため
記録材の種別の判別精度が向上する。なお、判別部２４は、測定された水分量で記録材の
種別を決定するための規則（例：閾値やテーブル）を補正し、補正した規則にしたがって
記録材の種別を判別してもよい。
【００８１】
　図１などを用いて説明したように、判別部２４は、測定部２２により測定された水分量
を用いて検知部２３により検知された特性値を補正する補正部２５を有していてもよい。
補正部２５は、測定部２２により測定された水分量と検知部２３により検知された特性値
を入力し、入力された水分量と特性値とに応じて補正された特性値を出力する関数または
テーブルを有していてもよい。このような関数は、上述した補正式１と近似式１～４のい
ずれかを組み合わせたものとなろう。もちろん、このような関数はテーブルなどとして実
現されてもよい。
【００８２】
　近似式１～４は関数またはテーブルとして実現されてもよい。これらは、検知部２３に
より検知された特性値を、測定部２２により測定された水分量に基づき所定の環境（例：
温度２５℃、湿度５０％）下での特性値へ換算するものであってもよい。このように特定
の環境下での特性値に換算することで、環境による違いの影響を低減することが可能とな
る。
【００８３】
　実施例３や実施例４に関して説明したように、判別部２４は、検知部２３により検知さ
れた特性値に応じて複数の近似式から１つの近似式を選択する選択手段として機能しても
よい。近似式は、関数またはテーブルとして実現されてもよい。補正部２５は、選択手段
により選択された近似式を使用することで、特性値の補正精度が向上するため、記録材Ｐ
の種別の判別精度が向上しよう。
【００８４】
　上述した規則は、検知部２３により検知された特性値と１つまたは複数の閾値とを比較
することで記録材の種別を判別することであってもよい。この場合、判別部２４は、測定
部２２により測定された水分量に応じて閾値を補正する補正部２５を有していてもよい。
このように特性値を直接補正せずに、種別閾値を補正しても、同様の効果が得られる。さ
らに、補正部２５は、測定部２２により測定された水分量を入力し、入力された水分量に
応じて補正された閾値を出力する関数またはテーブルを有していてもよい。なお、種別閾
値を求めるための関数やテーブルも予め実験やシミュレーションを設計時や工場出荷時に
実行することで決定されてもよい。
【００８５】
　実施例１、２に関して説明したように記録材Ｐの特性値は記録材Ｐの坪量を示す値であ
ってもよい。記録材Ｐの坪量が異なると、電気的な抵抗値なども異なるため、必要となる
転写条件や定着条件もそれに応じて異なる。よって、坪量に見合った画像形成条件を決定
することで、品質の良い画像が形成される。
【００８６】
　図３を用いて説明したように、検知部２３は、記録材に対して超音波を発信する発信部
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３１と、発信部３１から発信され、記録材を透過してきた超音波を受信する受信部３２と
、受信検知部４３やＡＤポートを有していてもよい。受信検知部４３やＡＤポートは、受
信部３２が超音波を受信することで出力する受信信号の振幅値に応じた特性値を出力する
。このように超音波を用いることで、より精度よく坪量を検知できる。また、坪量に関す
る情報として記録材Ｐの厚みという情報がある。同じ材料で構成されているならば、記録
材Ｐの厚みが厚くなるほど記録材Ｐの坪量は大きくなる。厚みの検知方法としては光を照
射し、光の透過率を測定する方法がある。ここで、実施例３、４に関して説明したように
、記録材Ｐに含まれる水分量が変化すると、記録材Ｐを構成する繊維間の隙間が変化する
。その結果、光の透過率が変化する。したがってこのような記録材Ｐの厚みを検知する構
成においても、本発明を適用することで品質の良い画像を形成することができる。しかし
、光を照射するための光学系や受光系が紙粉によって汚れると、誤検知が発生する。一方
で、超音波の発信部３１と受信部３２は紙粉の影響を受けにくい。
【００８７】
　実施例３、４に関して説明したように、記録材Ｐの特性値は記録材Ｐの表面性を示す値
であってもよい。記録材Ｐの表面性に依存して適正な画像形成条件が異なる。よって、記
録材Ｐの表面性に応じて種別を特定し、種別に応じた画像形成条件を設定することで、画
像の品質が向上する。
【００８８】
　図８を用いて説明したように、検知部２３は、記録材に対して光を照射する光源４６と
、光源４６から照射され、記録材Ｐで反射された光を受光する撮像部４８と、画像処理部
４５やＡＤポートを備えていてもよい。画像処理部４５やＡＤポートは撮像部４８が光を
受光することで出力する受光信号に応じた特性値を出力する信号処理手段として機能する
。これにより記録材Ｐの表面性を示す特性値が得られるようになる。
【００８９】
　測定部２２は、記録材Ｐの搬送路または記録材Ｐを収納する収納部やその周囲に設けら
れていてもよい。図２に関して説明したように、記録材Ｐの含水分量に相関した水分量を
測定するためには、記録材Ｐの近傍の水分量を測定できれば十分である。よって、記録材
Ｐの搬送路や給紙カセット２は記録材Ｐの近傍の水分量を測定する位置として適当であろ
う。なお、測定部２２は、熱源から所定距離以上離れた位置に設けられる。定着装置２０
やモーターなどの熱源の近辺では温度の変化が大きいため、記録材Ｐの水分量の誤測定が
発生しやすい。よって、熱源から所定距離以上離れた位置に測定部２２を設けることで、
水分量の測定結果が向上する。熱源からの距離は、予め実験やシミュレーションによって
設計時や工場出荷時に決定されればよい。
【００９０】
　測定部２２は、温度と湿度を検知する温湿度センサ４０と、温湿度センサ４０により検
知された温度と湿度から水分量を求める演算部を有していてもよい。このような演算部は
制御部１０に実装されてもよい。
【００９１】
　上述したように画像形成装置１は、判別装置３０と、判別された記録材の種別に対応す
る画像形成条件を決定する決定部２６と、決定された画像形成条件を用いて記録材に画像
を形成する画像形成部５０とを有していてもよい。本実施例の判別装置３０は水分量を考
慮して記録材Ｐの種別を精度よく判別できるため、記録材Ｐの種別に応じて決定される画
像形成条件も適正なものとなろう。これにより、画像の品質（例：原画像の階調再現性や
色再現性など）が向上しよう。
【００９２】
　画像形成条件は、記録材Ｐに関する転写電圧、転写電流、定着温度および搬送速度のう
ち少なくとも１つを含む。これらのパラメータは坪量や表面性に応じて変更されるべきパ
ラメータであるため、本実施例の利点を享受する。
【００９３】
　画像形成条件は、インクの吐出量を含んでもよい。画像形成部５０は電子写真プロセス
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にしたがって画像を形成するものとして説明したが、インクジェット記録方式の画像形成
部５０が採用されてもよい。インクの吸収率も坪量や表面性の影響を受ける。よって、記
録材Ｐの特性値を精度よく求め、種別を精度よく判別することで、より適正なインクの吐
出量が決定されるようになる。これにより、インクあふれ等が軽減されよう。
【００９４】
　本実施例では、特性値を補正することを中心に説明したが、特性値は直接的に補正され
なくてもよい。たとえば、特性値と水分量との組み合わせに対応する適正な画像形成条件
を予め決定しておき、検知された特性値と測定された水分量との組み合わせ対応する画像
形成条件が決定部２６によって決定されてもよい。この場合、特性値は、坪量のみ、表面
性のみおよびこれらの双方であってもよい。このように、特性値と水分量との組み合わせ
は補正された特性値に相当するものであるため、このような決定方法も実質的には特性値
を補正したものとなる。なぜなら、画像形成条件を決定する際には、予め特性値を補正し
て種別を判別し、種別に基づき画像形成条件が決定されるからである。決定部２６は特性
値と水分量との組み合わせと、それに対応した画像形成条件との関係を記憶してテーブル
を備えていてもよい。決定部２６は、検知または測定された特性値と水分量との組み合わ
せに基づきテーブルを参照し、当該組み合わせに対応する画像形成条件を選択または決定
する。
【００９５】
　測定部２２は必ずしも搬送路に設けられる必要はない。図１３が示すように、測定部２
２は、外気を取り入れて画像形成装置１の内部を冷却するファン６０の近くに設けられて
もよい。これにより、測定部２２は画像形成装置１の外部の温度と湿度とほぼ同様の値を
測定できるようになる。ファン６０は吸気式の冷却ファンまた排気式の冷却ファンのいず
れであってもよい。このように測定部２２は、記録材Ｐの周囲の温度や湿度などを測定で
きる限り、判別装置３０から離れた位置に配置されてもよい。なお、排気式の冷却ファン
の冷却ファンが採用される場合は、吸気口の周囲に測定部２２が配置されてもよい。この
ように外気の流路のいずれかの場所に測定部２２が配置されてもよい。また、測定部２２
は画像形成装置１の外装に設けられてもよい。記録材Ｐの温度や湿度は基本的に外気の温
度や湿度に相関している。そのため、記録材Ｐの水分量も外気の水分量と相関している。
よって、外気の水分量を測定できれば、記録材Ｐの水分量を精度よく推定することが可能
となる。
【００９６】
　また、上記の実施例において、判別装置３０は画像形成装置１に固定して設けられてい
る構成であったが、判別装置３０は画像形成装置１に対して着脱可能な構成であってもよ
い。判別装置３０を着脱可能な構成にすれば、例えば、判別装置３０が故障した場合にユ
ーザが容易に交換することができる。または、判別装置３０の機能を更新したり追加した
りする場合に、新たな機能を有するセンサにユーザが容易に交換することができる。また
、単純に判別装置３０が画像形成装置１に対して追加で装着可能な構成であってもよい。
【符号の説明】
【００９７】
　１‥‥画像形成装置、３０‥‥記録材の種別を判別する判別装置、２２‥‥水分量の測
定部、２３‥‥特性値の検知部、２４‥‥判別部、２５‥‥補正部、２６‥‥決定部、５
０‥‥画像形成部



(20) JP 6663159 B2 2020.3.11

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】 【図５】



(21) JP 6663159 B2 2020.3.11

【図６】 【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】



(22) JP 6663159 B2 2020.3.11

【図１１】 【図１２】

【図１３】



(23) JP 6663159 B2 2020.3.11

10

20

30

40

フロントページの続き

(72)発明者  並木　輝彦
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内
(72)発明者  石田　功
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内
(72)発明者  門出　昌文
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内
(72)発明者  正野　琢也
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内

    審査官  田代　憲司

(56)参考文献  特開２０１３－０５６７７１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－０９６６１３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－３４５４４７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－１４５５１４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－１４２５３６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－０４６２１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１１－０６４８８１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－０４６５７６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－２０６１８２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－１７７９９９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－０１８４３３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－２４６９２３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－２２７６８３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１１－１０５５０６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－１８５７０５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－３３２６５２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０５－１９３７８６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－２１６８８３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－１５９３１２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１３－１７８４７０（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許第０５９２５８８９（ＵＳ，Ａ）　　　
              特開２０１１－１４９９８２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０３Ｇ　　１５／００　　　　
              Ｇ０３Ｇ　　１５／０２　
              Ｇ０３Ｇ　　２１／００　　　　
              Ｇ０３Ｇ　　２１／２０　　
              Ｂ６５Ｈ　　　７／００
              Ｂ４１Ｊ　　　２／０１　　　　
              Ｂ４１Ｊ　　　７／００　　　　
              Ｂ４１Ｊ　　２９／００　　　　
              Ｂ４１Ｊ　　２９／３８　　　　
              　
              　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

